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農業政策金融の長期的動向

－ 1963年度から 2008年度までを対象として－

高山航希･泉田洋一・佐藤豪

１．課題設定

本稿は、1960 年代以降の農業政策金融の融資動向について、関連データを系統的･長期的に
整理した上で、包括的に分析することを目的とするものである。それらの作業を通じて、今後

の農業金融ないし農業政策金融のあり方の議論につなげることができればと考えている。なお

農業政策金融のデータの整理･分析は、全国時系列の動きをだけではなく、都道府県別融資状

況とその変化をも対象とするものである。

農業政策金融としては、日本政策金融公庫農林水産事業（旧農林漁業金融公庫、以下公庫と

略）の農業融資と農業近代化資金（以下近代化資金と略）の二つを取り上げる。農業政策融資

にはこの二つの政策資金のほかに、農業改良資金、天災資金、畜特資金等があるが、いずれも

融資量に関する数字では両資金に遠く及ばない。両者で日本の農業政策金融をほぼカバーでき

ると判断した(註１)(註２)。

続いて本稿の対象とする時期について述べる。周知の通り農林漁業金融公庫は 1953 年に設
立された。当初の公庫農業融資は土地改良関係がほとんどであった。この時期では戦後の食糧

難を緩和することが農業政策の目的であり、開墾を含む土地改良に比重が置かれていた。した

がって、公庫設立当初において土地改良資金の割合が高かったのは当然であり、個別経営体へ

の資金は極端に少ないものであった。しかし 1961 年の農業基本法の設立以降、農業構造改善
や農業近代化という目的に沿って、農業政策融資を個別経営へ振り向ける基調が強まる。公庫

資金については 1963 年度以降に農業構造改善推進資金、農地等取得資金、畜産経営拡大資金
等が登場し、個別経営向けの資金が充実をみる。また近代化資金は 1961 年に設立されたが、
この資金制度による融資本格化は 1962 年度以降とみられる。こういった事情を考慮して本稿
の分析対象時期のスタート時点を 1963 年度に設定した。また対象時期の最終年度は直近のデ
ータが得られる 2008年度までとしている。したがって本稿におけるデータの整理･分析は 1963
年度から 2008年度までの計 46年間に関するものということになる。
農業政策金融の長期的動向に着目したデータ分析は、その趣旨からいって、全国レベルでの

時系列データを検討することが中心となる。ただし本稿では、著者の一人である佐藤豪の修士

論文（佐藤[2010]）の研究成果を踏まえて、両資金の都道府県別融資動向についても分析を試
みる。この点はクロスセクションデータの処理・分析ということになるが、農業政策融資の規

定要因を探る作業の前提として、一定の意味を有すると考えている。

農業政策金融の動向を長期的に検討した文献はそれほど多くない。まず挙げるべきは農林漁

業金融公庫[2004]であり、農業金融についての包括的な記述と資料は参考になる。ただ学術的
な視点が欠けており、長期間における農業金融の変化のエッセンスを抽出するような言及はな

されていない。続いて日暮[2003]を挙げるべきであろう。この日暮の著書は、農業･農村金融
の動きを、農村金融市場の視点から長期的に分析しており、農業政策金融も対象としている。

また日本経済の動向との関連や農協の金融事業との関係を意識した分析がなされており、教わ

るところが多い。ただ、農業政策金融に絞ってその動きを検討したものではなく、本稿とはや
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や性格を異にしている。農業金融あるいは農業政策金融の動きを分析したものとしては、その

他に佐伯[1982]、中島[1983]、泉田[1996]、泉田[2008]等があるが、本稿の分析と比較すれば
対象としている期間が短いと思われる。

本稿のもう一つの特色である農業政策金融の都道府県別分析という点については、関連する

先行研究は少ないが、あえて挙げるとすれば泉田[1997]と岩瀬・泉田[2009]ということになろ
う。泉田[1997]は 1975 年度から 1990 年度における農業政策融資の地域別変化を分析してい
る。ただ対象期間が短く包括性に欠ける。岩瀬・泉田[2009]は、融資密度という指標を用いて
近代化資金融資の都道府県別差異を示し、その差異の規定要因を論じているが、まだ部分的な

分析に留まっているようにみえる。

本稿では、農業政策資金の推移を長期的かつ系統的に把握することを目指すもので、時系列

分析と横断面分析の両面を含むものである。こういった研究はこれまでほとんど存在せず、こ

の点にも本稿の学術的な価値があると考える。

論文の構成は以下の通りである。第 2節で農業政策金融の融資動向を公庫農業資金と近代化
資金にわけて論じる。年間の融資額、融資件数、件数あたり平均融資額の３つの指標を中心に

分析していく。第 3節ではカテゴリー別にみた農業政策融資の動向を検討する。これも同じく
公庫農業資金と近代化資金に分けて検討する。第 4節では農業政策融資を農業投資と対比させ
て論じる。農業政策融資をマクロの農業投資（農業資本形成プラス部門内固定資本取引）と対

応するものに組み替え、両者の関係を分析する。第 5節は都道府県別にみた農業政策金融の分
析を試みるが、ここでの中心概念は「融資密度」という指標である。この指標をもとに、時期

をわけて農業政策融資の都道府県別差異を検討する。最後の第 6節はまとめである。

（註１）残高で見ると、農業政策融資のピーク時点であった 1980 年度末で、農業融資残高（推計値）に対す

る公庫農業資金の割合は約 42 ％、近代化資金のそれは約 19%となっており、併せて 6 割を超えていた（泉田

[2008]）。農業政策金融だけをとってみると（なおここでは公庫農業資金、近代化資金、改良資金、畜特資金、

天災資金をとって農業政策金融としている）、同じ時点で公庫農業資金の農業政策資金残高に占める割合は

65%、近代化資金は 30%となっており、本稿で対象とする二つの農業政策資金で 9割を超える。もっとも、2003

年度末では前者は 80%へと増加したが、後者は 18%にまで低下しており、近代化資金の比重低下が鮮明である。
（註 2）農協や地銀等の農業融資のフローに関する正確な統計数値は存在しないため（少なくとも対象期間全

体では）、政策金融以外の部分を含めた農業融資全体の動きを分析するのは簡単ではない。ただ、幾つかの情

報を使えば、フローでみても、政策資金の比重は圧倒的に大きいと推測される。戦後の農業金融の原型は、運

転資金という短期資金については民間資金が、設備資金には政策資金が当てられることを原則としていた（も

ちろん民間資金が長期の設備資金に使われることもある）。その原則を考慮して、農協系統組織の農業プロパ

ー融資と銀行等の農業融資の残高（すべて短期資金とみなして）を年間の融資フローとみなしても、公庫農業

資金や近代化資金の年間融資額よりもかなり小さい。

２．農業政策金融の融資動向－全国時系列分析－

１）公庫農業融資の推移

まず公庫資金の農業融資の全国的な動きを確認することから始める。そのために表１を作成

した。
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表 1 公庫農業資金融資の推移

（単位：億円、件、万円）
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図 1 公庫農業資金融資額の推移（億円）

図 2 公庫農業資金融資件数の推移

図 3 公庫農業資金平均融資額の推移(万円)

表 1に同じ。出所）

表 1に同じ。出所）

表 1に同じ。出所）



この表は農業関係公庫資金のすべてを対象にして、融資金額、融資件数、一件当たりの平均

融資額の動きを示したものである。公庫資金は農業、林業、水産業、そして加工流通に分けら

れるから、表１はこのうちの農業融資だけをとったことになる。

公庫農業融資の金額は1963年度の603億円からピーク時の1980年度4,679億円を経て、2006年

度では1,110億円にまで低下している（図１）。ただし、2007年度から始まったスーパーL資金

の無利子化が功を奏して、その融資額は2008年度で1,785億円まで戻っている。1963年度の融

資額を100とすれば、1980年度で730、2006年度では184、2008年度で296となる。

以上の分析は指数も含めて物価の変動を考慮していない名目の数値である。実質値では違っ

た動きになるかもしれない。ちなみに融資額を農林水産省「農業･食料産業の経済計算」に記

載されている農業総固定資本形成デフレーターで実質化すれば、1980年度は1963年度の2.3倍、

2006年度では同じく1963年度の0.45倍となり、対象期間全体では公庫の農業融資額は実質的に

半減したということになる（なお2008年度のデフレーターの数値は本稿の執筆時点ではまだ公

表されていないためここでは2006年度と比較した）。

貸付件数の動きは、これを長期的に眺めてみると、大きく低下してきているのがわかる(図

２)。具体的には、1963年度の13万5千件から、ピーク時点の1980年度16万2千件を経て、2006

年度では6千6百件にまで低下している。2008年度では10,277件へと2002年の水準を回復してい

るが、これはスーパーL資金無利子化の影響によるものである。1963年度と2006年度の件数を

比較すると、5%の水準にまで下がったことになる。なお貸付件数では年々のバラツキがみられ

るが、これは主に自作農維持資金（及びその後継資金であるところの農業経営維持安定資金と

セーフティ･ネット資金）の変動によるものである。このカテゴリーに属する資金は、災害等

で被害を受けた農家を金融的に救済する性格をもち、1976年度や1980年度のように風等の災害

で急増することも多い。この点を考慮した分析はあとでなされる。

一件当たり融資金額は、これも物価の差を考慮しない名目の数値であるが、1963年度の平均

約45万円から2008年度の約1,700万円へと37倍に増加している（図３）。件数の低下ほどには融

資の総額が落ち込んでいないのは、一件当たりの融資規模が大きくなったためである。前に使

った農業総固定資本形成のデフレーターを使って実質化すると、実質融資サイズは1963年度か

ら2006年度にかけて9.3倍に増加したということになる。

２）近代化資金融資の推移

続いて近代化資金の融資動向について検討してみよう（表２）。近代化資金の融資金額の推

移は公庫資金と同じく山の形をしている(図４)。しかし公庫資金に比べて山は台形に近い形で

あったことが認められる。1963年度に486億円であった融資額は1960年代から70年代に急増し、

1974年度から1993年度までは長く年間融資額2,500億円の大台をほぼ維持していた。しかし199

4年度頃から融資額は減少し、2006年度には444億円とピーク時の13%にまで落ち込んでいる。2

007年度に金額がやや増加したのは公庫資金と同じく無利子化の影響である。

件数でみれば、動きはもっとドラスティックである(図５)。1963年度に約19万8千件の近代

化資金融資があった。その融資件数は1974年度には26万8千件に達し、約35%の増加となる。し

かしその後は急落し、2006年度にはわずか4千7百件にまで落ち込んでいる。比率でいえば2006

年度の数値はピーク時の2%にもならない。近代化資金の融資件数は驚くほどの低下を示してい

るのである。
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図 4 近代化資金融資額の推移（億円）

図 5 近代化資金融資件数の推移

図 6 近代化資金平均融資額の推移（万円）

表 2に同じ。出所）

表 2に同じ。出所）
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表 2 近代化資金融資の推移

（単位：億円、件、万円）



一件あたりの平均融資金額は1963年度の約25万円から2008年度の845万円へとほぼ一直線で

増加している（図６参照、1963-2007年度で40倍以上）。公庫資金の場合と同じく、融資総額が

融資件数ほど低下しなかったのは、一件当たりの融資サイズが増加したからである。

ここでまとめると、公庫農業資金と近代化資金であわせて、1980年度では融資額で年間7,70

0億円、件数で30万件であった融資が、2005年度では融資額約1,900億円、件数で1万１千件に

まで低下してしまった。極めて大きな変化があったと認めるべきである。この変化をもたらし

た要因については更に詰めた議論をしなければならないが、農業政策金融全体の変化の内容を

一言で表現すれば、零細多数の農家を対象にしていた農業金融が比較的少数を対象とする相対

的に大口の金融へと変化してきたことになろう。

３．カテゴリー別にみた農業政策融資変遷の内容

１）公庫農業資金

農業政策融資の推移の内容をより詳細に吟味するため、公庫農業資金を以下のようにカテゴ

リー分けする。

まず第１のカテゴリーとして、災害等で苦境に陥った農家ないし農業経営体への資金を「自

作農維持資金」としておく。このカテゴリーの資金は農家やその他の農業経営体が災害等で困

難に陥った際に金融的な支援を行うものである。当初は1955年の「自作農維持創設資金」にみ

られるように、農地改革で生み出された自作農の脱落を防ぐためのものであった（1963年に「自

作農維持資金」と改称）が、2001年には自作地を所有しない農業経営体への支援を含むという

意味で「経営体維持安定資金制度」へと変更された。これは経営破綻農家の負債整理資金の貸

与や償還円滑化を含むものである。なお2006年度からは「セーフティ・ネット資金」と改称し

ている。

第２のカテゴリーは「土地改良資金」（公庫創設時は土地改良資金、1985年に農業基盤整備

資金に改称）であり、公庫創設の際に公庫の最重要ミッションとされた土地改良事業にかかる

補助残融資が眼目である。ただし農村総合整備にみられるように農業集落の排水事業を含んで

おり、必ずしも農業生産に直結するものだけではない。

第３のカテゴリーは「個別経営向けの資金」であり、特定の政策基準をみたす経営体へ直接

に資金を貸し出すものである。「農業経営構造改善推進資金」（1963年）、「農地取得資金」（196

3年）、「未墾地取得資金」（1963年）、「果樹経営改善資金」（1963年）、「畜産経営拡大資金」（19

63年）、「北海道･南九州畑作営農改善資金」（1968年）、「果樹植栽資金」（1963年）、「総合施設

資金」（1968年）、「土地利用型の経営体質強化資金」（1990年）、「経営体育成強化資金」(2001

年)、「農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）」（1994年）等、資金制度の種類も多いし、制

度自体が新しい制度に改称されるケースも少なくない。なお地域対策として過疎資金(1971年

創設の「過疎地域改善」あるいはその後継資金としての「振興山村･過疎地域経営改善資金」)

は地域限定であるが対象は個別経営であり、このカテゴリーに含めている。

第４のカテゴリーとしては「共同利用施設等の資金」があげられ、農業･農村関連の共同利

用施設に関する資金がここに含まれる。「共同利用資金」は大別すれば、「農林漁業施設（主務

大臣指定施設）」、「農林漁業施設（共同利用施設）」、「その他」となるが、初期の電気導入資金

や集落排水施設などにみられるように、農業生産とは直接に関連しない部分も含まれている。

また「農林漁業施設（共同利用施設）」には1981年度の地域農業再生整備事業の創設や、1985
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年度の地域農業総合整備事業の導入を契機にして創設されたものなど、農村関連の事業にかか

る資金提供という性格を有するものを含んでいる。更にこのカテゴリーは、畜産加工施設、A

コープ、あるいは環境対策資金も含んでおり、「個別経営体向けの資金」とは性格が異なる部

分ももつ。

以上のような分類をもとに、公庫農業資金の融資金額の動きをカテゴリー別に見てみよう

（表３)。まず「自作農維持資金」であるが、この融資金額は1963年度時点で約110億円であっ

たが、その後1980年代前半には融資額が膨らんで200億円を超える年度が連続した(1980年度の

873億円が最高)。しかし、2000年度以降の融資額は100億円を下回る水準で推移している。台

風や冷害等でこの資金を緊急に必要とするケースが多く、年々の融資額が大きく変動すること

が特徴的である。

「土地改良」への融資は1963年度の264億円から1979年度までほぼ一直線で増加してきたが、

その後は急速に低下し、2008年度には101億円と大きく落ち込んでいる。2007年度と2008年度

に融資が落ち込んだのは、無利子化に伴うスーパーＬ資金への貸出シフトが影響しているとみ

られる（共同利用施設の金額低下も同じ要因で動いているとみられる）。2006年度をとって最

盛期の1979年度と比較すると、前者の後者に対する比率はわずかに6%程度でしかない。このカ

テゴリーの公庫農業融資は大きく落ち込んだことになる。

個別経営体向けの資金は1963年度の約200億円から増加し、1980年代の前半には1,500億円を

超えるなど(1983年度で1,536億円)かなり増加したが、その後上下の変動を繰り返しつつ、全

体的には堅調な動きを示している。なお2007年と2008年度にはスーパーL資金の無利子化の影

響を受けて、融資額が急拡大している。

最後の共同利用施設資金は1963年度の融資額28億円から少しずつ増加し、1980年代後半から

1990年代にかけては大幅に増加し、一時的には500億円を超える融資額（1991年度の991億円が

ピーク）を示したが、その後はやや減少してきている。増加の契機になったのは、1985年度に

おける「地域農業総合整備資金制度」の創設である。2001年度以降では（2008年度を除けば）

低下の傾向にあるものの、共同利用施設向けの融資金額は「自作農維持」や「土地改良」の融

資額を上回っていることが注目される。

以上の点をカテゴリー別にみた融資金額比率で確認すれば（表４）、公庫発足時点での農業

融資は（ここは表に掲げていないが）、土地改良（基盤整備資金）が７割を超えており、残り

は共同利用施設向けであった。分析対象期間の最初の年である1963年度は自作農維持が約18%、

土地改良約44%、個別経営向け約34%、共同利用施設5%となっている。その後、傾向的には、自

作農維持資金のシェア低下がみられる。また土地改良資金のシェアも1970年代の後半での約60

%をピークにその後大きく低下している。2006年度における土地改良資金の比重は約14%である

が、2008年度では更に低下している。個別経営向け資金はこれも年度によって変動があるが、

シェアでは近年（特に2000年度以降）増加の傾向にあり、2006年度では61%、2008年度では85%

にもなっている。2008年度の高い数値は、先に述べたスーパーL資金の無利子化措置に影響さ

れたものであり、無利子化が時限措置で行われたことを考えると、一時的な現象かもしれない。

共同利用施設（農業･農村関連施設）のシェアは1960年代前半では約5%、1970年代から80年代

前半には2-3%の比重であった。続く1990年代には比率が３割に達するなど、かなりの比率を確

保している。
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表 3 カテゴリー別にみた公庫農業資金の推移

（融資額）（単位：億円）

表 1に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）

10

表 4 カテゴリー別にみた公庫農業資金の推移

（融資額でみた比率）（単位：％）

表 1に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）



表 5 カテゴリー別にみた公庫農業資金の推移

（融資件数）（単位：件）

表 1に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）
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表 6 カテゴリー別にみた公庫農業資金の推移

（融資件数でみた比率）（単位：％）

表 1に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）
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表 7 カテゴリー別にみた公庫資金の推移

（平均融資額）（単位：万円）

表 1に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）



融資件数の動きをカテゴリー別にみると(表５)、全カテゴリーで大きく低下していることが

知られる。1963年度と2005年度と比較するために後者の前者に対する比率を出してみると、自

作農維持で0.01、土地改良で0.19、個別経営向けの資金で0.087、共同利用施設等で0.044とな

る。すべてのカテゴリーで件数の大幅な減少があったことがわかるが、中でも自作農維持資金

の件数減少が突出している。

件数のシェアでも(表６)、自作農維持資金は1963年度の約52%から2005年度の約8%へと大き

く下げている。件数シェアでは2001年以降個別経営体向けの資金の比重がほぼ5割を超えてお

り、公庫農業資金の中で農業個別経営体向け資金は存在感を増している。

カテゴリー別に平均融資額をみると(表７)、1963年度時点では融資平均金額が大きいのは土

地改良の218万円であった。自作農維持資金がもっとも小さく約16万円であった。共同利用施

設の融資平均額は117万円と比較的に大きいが、ここは農協病院等の融資を含むものであり、

その後一件当たりの融資金額は巨大化する。この共同利用施設等への融資の大型化が公庫農業

資金の大口化を加速させている一つの理由になっている。この点を明確にするため1963年度と

2006年度の平均融資額の倍率を計算してみると、自作農維持で81倍、土地改良で約3倍、個別

経営体むけで47倍、共同利用施設で176倍となっている。なおここで2006年度をとって1963年

度と比較したのは、先に述べたように、2007年度と2008年度の融資はスーパーL資金の無利子

化で公庫内の農業資金配分が歪んだ可能性があるためである。ともあれ共同利用施設への融資

の大型化は群を抜いており、公庫農業資金の大口化を平均的に論じる時には、この点を割り引

いておかなければならない。

２）近代化資金

続いて近代化資金の融資の推移をカテゴリー別に検討する。

近代化資金のカテゴリー分類については、農林中央金庫の「農林漁業金融統計」の区分を採

用した。この区分によれば、近代化資金は「個人施設」と「共同利用施設」に大別される。前

者には建構築物、農機具等、果樹、家畜、小土地改良、長期運転、特任、セット融資があるが、

本研究では、金額･件数の多さを考えて、「建構築物」、「農機具等」、「その他」の３つに分けた。

「共同利用施設」もまた、建構築物、農機具等、果樹、家畜、小土地改良、環境整備、特任、

セット融資に分けられるが、これも「個人施設」と同じく「建構築物」、「農機具等」、「その他」

とした。

融資額の推移を、まず「個人施設」の「建構築物」でみると（表８）、1963年度の190億円か

ら次第に増加し、1977年度には1064億円となったが、その後は低下し、2008年度には1963年度

を割り込む122億円の融資額となっている。「個人施設」の「農機具等」の動きも基本的には「個

人施設」の「建構築物」と同じである。すなわち1963年度に163億円であった融資額は1975年

度にピークの1244億円に達したが、その後は減少し、2005年度には1963年度の半額以下となっ

ている。なお「個人施設」の「建構築物」と比較すれば、1971年度までは「個人施設」の「建

構築物」の融資額の方が「個人施設」の「農機具等」を上回っていたが、1972年度から2001年

度まではほぼ後者が前者を超えている。「その他」については、傾向としては前二者と同じ動

きを示しているが、2006年度の融資額は1963年度のそれを上回っており、この点で前二者とは

違った動きになっている。2005年度からは「その他」が前二者の数字を超えている。家畜導入

のために近代化資金を使うケースが増えており、長期運転資金やセット融資の好調さと併せて
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表 8 カテゴリー別にみた近代化資金の推移（融資額）

（単位：億円）

表 2に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）
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表 9 カテゴリー別にみた近代化資金の推移（融資額でみた比率）

（単位：％）

表 2に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）
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表 10 カテゴリー別にみた近代化資金の推移（融資件数）

（単位：件）

表 2に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）
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表 11 カテゴリー別にみた農業近代化資金の推移

（融資件数でみた比率）（単位：％）

表 2に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）
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表 12 カテゴリー別にみた農業近代化資金の推移

（１件あたり平均融資額）（単位：万円）

表 2に同じ。出所）

資金のカテゴリー分けの詳細については本文参照。註）



かなりの様変わりを見せている。

「共同利用施設」の融資金額の傾向についても、それが山をなしていることは「個人施設」

と類似している。ただ共同の「建構築物」への融資は、1977年度に500億円を超えたあと1983

度から1986年度までは400億円台に留まったが、1987年度から1993年度までは再度山を形成し、

1994年度頃から減少に転じている。「共同利用施設」の「農機具等」と「その他」の融資金額

は傾向としては「建構築物」と似ているが、両者とも金額自体が小さい。金額でみた比率を比

較すれば(表９)、近代化資金の発足当初は「個人施設」が全体として８割を超えていたが、そ

の後の傾向としては「共同利用施設」への融資比重が増加する。1990年代の後半には40%を超

える年度もあるが、無利子化が始まった2007年度には「個人施設」が急回復してその全体に対

する比率が8割を超えている。

近代化資金の融資の推移を件数でみれば（表10）、全体としての件数は、前に述べたとおり

「増加→傾向的に少しずつ減少→急減少」ということになるが、これをカテゴリー別にみると、

全般的には「共同利用施設」の減少率が低い。件数のシェアをみれば(表11)「個人施設」が圧

倒的に大きく、設立当初から1990年度頃までは95%以上の比率を占めていた。この比率は1990

年代には90％前後で推移している。

なお近代化資金は主に小型農機具向け資金といわれてきた（荏開津･川村[1995]）。いわゆる

「豆トラ資金」といわれる点であるが、この点を確認するために、「個人施設」の「農機具等」

の全体に占める比重を見る。その金額での比率は制度の創設直後は約1/3であったが、1974年

度と1975年度に4割を超えた後は次第に低下しており、2003-2006年度では全体の14-16％にま

で低下している（表９）。件数のシェアでは1973年度から2000年度までは6割を超えており、件

数としては、個人向け農機具用資金としての性格が強かったといえよう（表11）。ちなみにこ

のカテゴリーの融資平均額も他のカテゴリーの近代化資金に比べて低く（表12参照）、近代化

資金の機械向け融資のもつ「少額多数の資金」という特徴が確認される。ただ金額の比重では、

個人の「農機具等」が5割を超えることはなく、個人の「建構築物」との同程度のシェアを有

していたとみるべきであろう。なお近年では「個人施設」の「その他」（家畜購入、長期運転）

などの資金が増加してきていることは先に見たとおりであり、件数の比重でみてもその点が明

確に観察される。

カテゴリー別に平均融資額をみれば、やはり「共同利用施設」の平均融資額が「個人施設」

のそれよりはずっと大きくなっている。その変化について1963年度と2008年度を比較すると、

「個人施設」の建構築物や農機具は28ないし29倍に増加しているが、これは近代化資金全体と

しての平均融資金額の増加よりは小さい数字である。全体より大きくなっているのは「個人施

設」の「その他」であり、今後の近代化資金融資におけるこの部分の重要性が確認される。

４．農業投資と農業政策融資

１）概念の組み替え

農業融資は、農業という生産活動を意識した資金投入であり、負債整理を除けば、肥料・飼

料等の短期資金と、生産的資産（土地の購入を含む）への投資分とにわけられる。先に述べた

ように、日本農業の政策金融の基本は、短期運転資金は農協等の民間資金にまかせ、農業機械

や畜舎の建設等の資金は民間の資金に加え政策融資が担当するというものであった。したがっ

て農業政策融資の原型は農業の生産的装置の購入に向けられるものである。そこで農業固定資
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本向けの投資と農業政策融資の動きを比較しながら分析を試みるが、両者を比較検討するため

にはいくつかの注意が必要である。

投資と融資を比較する場合の投資データとしては農林水産省の「農業・食料関連産業の経済

計算」（旧「農業及び農家の社会勘定」、以下「社会勘定」）の農業総固定資本形成の数値を利

用することが考えられる。しかしこの数値は日本農業に固定資本として新しく付加された価値

額を示すものであり、以下に述べる理由から、農業関係の融資とは厳密には対応しない。

第１に部門内取引の問題がある。例えば農地の購入は、購入者からみれば投資であり、農業

資金も利用される。しかし農地の購入は、マクロ的にみれば、農業という産業内における生産

要素の所有権の移転にすぎず、日本農業の生産装置の増加（総固定資本形成）を意味しない。

また母牛や母豚の購入も（これが国内の畜産業者からの購入という条件付きで－外国からの購

入は理論上総固定資本形成に含まれる－）、購入者である畜産農家からみれば投資であるが、

これも日本農業内部における所有者の変化を示すものであり、一般には資本形成には入らない

のである。したがって総固定資本形成と農業向けの政策融資とは厳密には対応しないことにな

る。この問題を考慮して農業政策融資と農業投資を比較するためには、農業融資と対応する農

業投資として「農業総固定資本形成に部門内総固定資本取引を加えたもの」としておくことが

望ましいということになる（註3）。

なお部門内総固定資本取引を含む農業投資は2002年度までは農林水産省「農業･食料関連産

業の経済計算」（あるいはその前身である「農業および農家の社会勘定」）に掲載されていたが、

農業統計にかかる予算の縮小という事態が影響したのか、2003年度以降は数値が掲載されなく

なった。したがって農業投資と農業政策金融を対比させる場合の対象期間は2002年度までとい

うことになる。

第２に、政策融資の中には農業生産向け投資とは判断できないものも含んでいる。例えば、

公庫資金の自作農維持資金（及びその後継資金である農業経営維持安定資金およびセーフティ

・ネット資金）は災害対策あるいは負債整理のための資金であり、農業投資とは対応しないと

判断される。また共同利用施設における病院、近代化資金の長期運転資金（2002年度から）は

その内容からみて農業総固定資本投資とみることはできない。もちろん厳密には、公庫の経営

体育成強化資金やスーパーL資金は負債整理を含むし、同じく公庫資金の中の共同利用施設資

金には農事放送や電気導入施設もある。項目によっては資金制度として掲げられている金額を

すべて農業生産にかかる固定資本投資のためとは言い難いものもあり、厳密な線引きは難しい

が、資金制度の内容からみて農業生産のための投資と考えられるものにできるだけ限定するべ

きであろう。

第３に、農業基盤整備資金（土地改良資金）の取り扱いであるが、土地改良に対する政策融

資はいわゆる補助残融資が大半であり、土地改良という公共事業に付随した融資という性格を

もっている。そして泉田[1985]が指摘したように、土地改良事業は景気対策を含む政策主導で

決まる性格が強い。個別経営による資金借入決定が融資のあるべき姿のポイントとすれば、土

地改良にかかわる政策融資は個別経営向け資金とは分けて取り扱った方がよいということに

なる。したがって本稿で農業投資からは土地改良を除き、また農業政策融資の中からも土地改

良に関係する部分は取り除いて考える。

関連して農業･農村の共同利用施設については、個別経営向けの資金でなくとも、それが農

業生産と関連していると判断されるならば、農業投資に対応する政策金融とみなせるであろ

う。これは公庫農業資金のうちの「共同利用施設」の性格に関わるものであるが、農業病院向
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け融資を除けば(厳密には更に細かくみる必要があろうが)、「共同利用施設」への資金は一般

に農業生産と関わりが深いと見なせる。もちろん、この部分は民間の経営主体が自分自身で借

り入れを決定するものとは違うものと考える点であり、経営体の資金借入関数の議論をする際

には考慮すべきポイントとなろう。

ここでまとめるならば、農業投資に対応する資金は公庫資金については、公庫農業資金から

自作農維持資金（及び農業経営維持安定資金及びセーフティ・ネット資金）、基盤整備資金、

共同利用施設の農協病院を差し引いたものである。同じく農業投資に対応する近代化資金は、

近代化資金から、耕地防風林、小土地改良と長期運転資金を差し引いたものということになる。

なお公庫のスーパーL資金は長期運転資金を含むが、公表データからは両者を分離できず、長

期運転資金を除いていない（ただし長期運転資金は素牛などの動物購入や果樹の植栽費用を含

んでおり、投資と対応する部分がある）。また共同利用施設資金については環境整備資金も含

まれるが、この部分は広く農業投資にかかわる資金として「農業投資に対応する資金」に含め

ている。ただし近代化資金の「共同利用施設」資金は、農業経営の意志決定にかかる「農業前

向き資金」を考える際には、公庫農業資金の場合と同じくこれを除外して議論すべきであろう。

（註3）泉田[1996]での処理と一致させている。なお同論文ではこのように定義された農業投資に対応する農業

資金を「農業前向き資金」と称している。

２）土地改良を除く農業投資と農業政策金融

公庫農業資金について、農業投資と対応する部分に限定して先の表1を書き直したものが表1

3である。この表からまず農業投資に対応する公庫資金融資額の推移をみてみる（図７）。この

図は先に見た図１と傾向は似ているが、子細にみると違っている部分もある。前の図は急峻な

山であったが、こちらの図は1970年代までは急に伸び、そのあと幾つかの波はあるものの、新

世紀に入る時期まではほぼ高止まりという形をとっている。2002年度以降減少するものの、全

体としては先の図１とは違う印象を与えている。2007年度と2008年度の融資額は無利子化の影

響もあって急回復し、2008年度の貸付金額は1,546億円と過去最高となっている。

件数の推移については、ここでは天災等に対応していた自作農維持資金（及びその後継資金）

を外したため、随分と滑らかな動きとなった（図８参照）。1965年頃から低下の傾向にあるこ

とは前の図の動きと同じである。ただしこちらの図では80年代初頭にやや盛り返しているし、

先の図ほど極端な低下ではなくなった。なお2008年度の貸付件数は同じく無利子化の影響で増

加したものの7,846件に留まり、1984年度の約3万件の1/4に留まっている。

一件当たりの金額についても短期的な変動が少なくなった点は違っているが、傾向としては

前と同じである(図９)。1963年度と比べると2008年度の平均融資額は46倍になっており、公庫

資金全体で見た時の倍率より大きな数字となっている。

全体としてみれば、公庫農業資金は農業投資に対応する資金へのシフトが見られる。農業投

資に対応する融資金額や融資件数の動きが相対的に比重を増している。

近代化資金について同じ作業をすることは可能である。しかし近代化資金については新しく

作り直した表14を先の表2を比較すればわかるように、近代化資金全体の動きと農業投資に対

応する近代化資金の動きに大きな差はない。農業投資に対応する近代化資金は土地改良関係
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表 13 農業投資に対応する公庫農業資金融資の推移

（単位：億円、件、万円）
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図 7 農業投資に対応する公庫農業資金融資額の推移

（億円）

図 8 農業投資に対応する公庫農業資金融資件数の推移

図 9 農業投資に対応する公庫農業資金平均融資額の推移（万円）

表 1に同じ。出所）

表 1に同じ。出所）



表 14 農業投資に対応する近代化資金融資の推移

（単位：億円、件、万円）
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図 10 農業投資に対応する近代化資金融資額の推移

（億円）

図 11 農業投資に対応する近代化資金融資件数の推移

図 12 農業投資に対応する近代化資金平均融資額の推移（万円）

表 2に同じ。出所）

表 2に同じ。出所）



や運転資金部分を差し引くが、近代化資金における小規模土地改良と長期運転資金の全体に占

める比重は大きくない。そのことがこの結果をもたらした理由である。そのため、ここでは農

業投資に対応する近代化資金の動きを詳しく議論することはしない。また土地改良を除く農業

投資に対応する近代化資金の推移について図を作成したが（図10、図11、図12）、これらにつ

いても詳述しない。

さて土地改良を除く農業投資と政策金融の関連を探るために表15を作成した。この表におけ

る農業投資の部分は農業総固定資本形成から土地改良部分を除き、また農地購入等の部門内総

固定資本取引を加えたものである。ここでの公庫農業資金と近代化資金は、前に述べたとおり、

土地改良を除く農業投資に対応する「農業関係前向き資金」である。分析期間は部門内固定資

本取引の数値が得られる2002年度までである。

この表から以下のようなことがわかる。まず1960年代における農業投資と政策資金の比率

は、平均でみて公庫資金で約7%、近代化資金で約13%であった。1970年代では公庫農業資金の

比率が同じく平均でみて約6%、近代化資金では約14%となっており、両資金合わせて農業投資

の19-20%程度を占めていたことになる。この比率が大きいか小さいかは判断できないが、1960

年代から70年代にかけて日本農業の民間投資の約1/5が政策金融によってファイナンスされた

ということができよう。

この比率は1980年代になって下がり始める。1980年代では農業投資に対する公庫農業資金の

比率は約5%で、70年代初頭に比べてやや減少したが、近代化資金のそれは11%程度となって、

減少傾向がはっきりしてくる。1990年代になると公庫農業資金の比重は前の時期と同じく5%台

を動くが、近代化資金は1990年代前半の11-12%から2000年度の5%まで顕著に低下している。

1990-1999年度の日本農業における農業投資総額は、名目で約2兆１千億から2兆3千億円のレ

ンジにあって、この時期では目立った低下を示していない。また、この10年間における公庫農

業資金の年間融資額（土地改良を除く前向き農業資金）は1千億円から１千3百億円程度で、こ

こにも明確な低下傾向がみられるわけではない。ところがこの時期の近代化資金については、

貸出金額においても農業投資に対する比率においても著しい低下がみられる。具体的にいえ

ば、近代化資金融資額は1990年度に約2千6百億円であったが、1999年度には融資額は半分以下

に減少している。融資額はその後も低下し2005年度では500億円を割り込んでいる(先の表14参

照)。結果として、農業投資に占める近代化資金の比重は1990年度の約12%から2003年度の約3%

へと激減してしまったのである。

農業政策金融の低迷はしばしば農業投資の低迷で説明されることが多いし、そのことは誤り

ではないであろう。しかしより重要な問題は、農業投資の減少以上に融資が低迷していること

であり、特に近代化資金についてそのことが顕著に表れている。1990年代以降の近代化資金の

融資は、投資との比率で見れば明らかなように、驚くほど極端である。近代化資金の融資は投

資の低下以上に落ち込んだのである。他方で、農業投資に対応する公庫農業資金の金額に限っ

ていえば、融資が投資以上に落ち込んだわけではない。この事実をしっかりと認識した上で、

融資を規定する要因を探っていくことが重要であろう。特に1990年代以降の近代化資金の極端

な減少の理由については包括的な分析を行う必要があろう。

なお2007年度と2008年度は無利子化措置によって融資額は、公庫農業資金、近代化資金とも

にかなり改善した。農業投資に対する比率で好転したかは判断できないが、ともあれ融資金額

に関する限り、条件がよくなれば増加することを示唆するものであろう。
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表15　農業投資と政策資金の割合
(単位：億円、％）

年度 農業投資 公庫農業資金 近代化資金 政策資金計
1963 3,768 5.9 12.7 18.7
1964 4,124 8.3 12.0 20.3
1965 5,081 7.2 11.3 18.4
1966 5,868 7.2 12.7 19.9
1967 6,541 7.1 13.0 20.1
1968 7,806 8.4 11.9 20.2
1969 8,797 7.8 15.7 23.5
1970 9,670 7.6 13.8 21.4
1971 9,745 7.2 13.9 21.1
1972 10,980 7.0 13.0 20.0
1973 15,371 5.6 13.5 19.0
1974 17,402 5.9 15.5 21.4
1975 20,022 5.9 14.8 20.8
1976 23,527 5.8 13.5 19.4
1977 23,765 6.4 14.2 20.6
1978 22,659 5.5 14.6 20.1
1979 23,524 5.6 13.5 19.1
1980 22,965 6.0 13.2 19.1
1981 21,731 6.7 13.3 20.0
1982 21,573 6.8 12.0 18.8
1983 21,577 7.4 11.7 19.2
1984 24,029 6.4 11.5 17.9
1985 24,107 5.4 11.1 16.6
1986 23,777 5.3 10.9 16.2
1987 23,419 4.5 10.9 15.5
1988 23,375 4.0 10.6 14.6
1989 22,599 4.8 11.0 15.8
1990 22,160 5.1 12.2 17.2
1991 22,497 5.8 11.9 17.6
1992 21,784 5.5 12.2 17.7
1993 21,917 5.1 11.9 17.0
1994 21,175 5.4 10.0 15.4
1995 22,644 5.5 7.8 13.3
1996 22,957 5.6 7.2 12.8
1997 21,977 5.9 6.3 12.2
1998 21,439 5.0 7.2 12.2
1999 21,381 5.7 5.6 11.3
2000 21,246 4.9 4.5 9.4
2001 20,345 5.7 4.0 9.7
2002 20,342 6.3 2.6 8.9

     
出所：表１および表２に同じ。また農業投資については農林
　　　　水産省「農業･関連産産業の経済計算」(2002年度）
　　　　による。
註：農業投資は農業総固定資本形成に部門内総固定資本
　　取引(農地購入を含む）を加えたもの。公庫農業資金と
　　近代化資金についても、ここでの農業投資概念に一致
　　するように変更を加えている。詳しくは本文参照。
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５．農業政策資金の都道府県別利用状況分析

１）推計の前提

本節では、農業政策融資の利用状況を前節までの分析とは違った視点から検討する(註4)。

これまでは全国時系列データを使ってその変遷･推移を検討してきたが、本節では都道府県別

の農業政策融資利用がどう違っているのかの把握を試みる。農業政策金融の融資動向に関する

タイムシリーズ分析に、クロスセクション分析を加える試みであるといってよかろう。

ただし都道府県別農業政策融資残高のデータは利用が難しく、やはりフローの融資額を検討

せざるをえない。そしてフローの分析を都道府県別に行う際に問題なのは、都道府県別の融資

額は都道府県のサイズ（農地面積、農家戸数等）によって規定される部分が大きいことである。

北海道への政策資金融資額が、例えば栃木県や東京都のそれより大きいのは、農業の規模が異

なるためであり、いわば当たり前である。そのため、融資の多寡を判断するには農業のサイズ

を表す指標で政策融資の金額を除しておくべきであろう。岩瀬･泉田[2009]はそのような指標

として「総融資密度」を提案している。岩瀬･泉田[2009]によれば、各資金の融資密度はそれ

ぞれの農業政策融資の融資額を都道府県の農業粗生産額で除して求めたものである。「総融資

密度」はそうやって求めた資金ごとの融資密度をすべての農業政策融資について総計したもの

である。簡単に言えば、この指標は農業粗生産額当たりどれだけの農業政策資金が利用されて

いるのかを示す比率である。この数値が高ければ農業制度資金の利用が活発であり、逆に低け

れば、農業制度資金があまり利用されないと判断される。

もちろん、フローとしての融資額は融資時点における様々の事情によって変動するため、こ

れを融資密度として計算する場合には単年度の数値をとるのではなく、特定期間の平均として

計算すべきであろう。そのためには対象期間を時期区分して、期間平均となるような融資密度

の計算が望ましいであろう。本稿では佐藤[2010]にしたがって、対象期間をほぼ7年ごとの6つ

の時期に区分した（註5）。それらは、1963～1969年度の基本法農政期（Ⅰ期）、1970～1976年

度の総合農政期（Ⅱ期）、1977～1984年度の地域農政期（Ⅲ期）、1985～1991年度のバブル期（Ⅳ

期）、1992～1998年度のポストバブル期（第Ⅴ期）、1999～2006年度の新基本法農政期（Ⅵ期）

である。なお、沖縄県についてはデータが使えない期間があるため分析対象には含めていない

（註6）。

また農業政策資金としては、前節までの分析と同じく、本節でも公庫農業資金と近代化資金

をとるが、その内容については「土地改良を除く農業前向き資金」(註3参照)に限定する。こ

れは前節までの分析との整合性を保つためである。

２）推計結果

まず公庫資金の都道府県別融資密度についてである（表16）。公庫資金は前にも述べたよう

に公庫農業資金のうち土地改良関係資金や自作農維持資金等を除く農業前向き資金であり、表

の数値は各時期区分において都道府県毎に算出した期間平均値である。

この表から以下の３点が確認される。

まず第１に、公庫農業資金の融資密度の全般的低下傾向である。全国平均の数値でこの指標

はⅠ期の1.16からⅥ期の0.81まで傾向的に低下しているといえよう。もっともⅡ期にはやや上

昇し、Ⅴ期とⅥ期はⅣ期に比べてやや上昇している。
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表 16 公庫農業資金の都道府県別融資密度

表 1の出所および農林水産省「生産農業所得統計」から計算。出所）

数値は各期の平均値。註 1）
数値の低い方から並べた。2）



第２に地域間格差の大きさである。Ⅰ期には融資密度が低い埼玉(0.18)と高い宮崎(3.22)の

間では約17倍の差があった。この倍率が傾向的に拡大したわけではないが、それでも全期間に

二桁をこえる差があったことには驚かされる。また全国平均と融資密度がもっとも大きい県と

の差）を計算すると、3-5倍もの差異があることがわかる。

第３に地域別順位が比較的に安定していることである。ごく一般的にいえば北海道や東北、

九州のいわゆる農業地帯で公庫農業資金の融資密度が高い。他方で埼玉、東京、大阪、京都な

どの都市的な都道府県は融資密度が低い。ただし、茨城県は公庫資金の融資密度が総じて低い

が、その農業産出高は全国平均より遙かに高くいわゆる農業県である。なぜ茨城県の公庫資金

融資密度が一貫して低位にあったのかは理解しにくい。その他の都道府県で、公庫農業資金の

融資密度に関して数値の解釈が難しいのは、秋田県の高さ、岐阜県の低さ、栃木・群馬という

北関東圏の低さであろう。また時期によって順位を大きく変えている都道府県もいくつか見受

けられる。例えばⅠ期の融資密度が最高であった宮崎県は、Ⅲ期、Ⅳ期とも平均よりも低いと

ころに位置するようになった。この点は鹿児島県の動きとも類似している。総じて公庫農業資

金の融資密度がどういう要因で動いているのかは説明が難しいところもある。いちど総合的な

分析を試みる必要があろう。

次に、近代化資金の都道府県別融資密度の動きを検討する（表17）。ここでも公庫農業資金

と同じポイントをみていく。

まず第１に融資密度の傾向的低落である。近代化資金の融資密度は、Ⅱ期には全国平均で3.

24と上昇したものの、それ以降は、Ⅲ期の2.83、Ⅳ期の2.43、Ⅴ期の1.88、Ⅵ期の0.72と明瞭

な低下傾向を示している。特に、Ⅴ期とⅥ期ではⅣ期の2.43から急減しており、その時期に比

率を上げた公庫資金の融資密度の動きとは対照的である。やはり近代化資金は公庫農業資金よ

りも融資密度を大きく下げている。

第２に、地域間格差についてであるが、Ⅰ期からⅣ期までで(Ⅴ期とⅥ期を除く)融資密度が

最高の都道府県と最低の都道府県を比較すれば約4-5倍の差となる。この比率は、同期間にお

ける公庫資金の融資密度の最高最低間倍率よりは小さな値となっている。したがって分析対象

期間の前半に限っていえば、近代化資金は公庫資金に比べて相対的な意味で“公平に”配分さ

れているといえよう。このことは、逆にいえば、公庫農業資金は選択的に利用されている傾向

が強いことを含意するものである。なお第Ⅵ期では青森県における近代化資金の融資密度が極

端に低下したため、その時期の最高最低間比率は極端な数値となっている。ここは分析から除

いて考えるべきかもしれない。追加していえば、近代化資金の融資密度が急低下したのは、青

森県だけではなく、福島県やⅣ期の岩手県など、東北の諸県に見られる。ここには近代化資金

の融資側の事情が影響しているのではないかと推測される。

第３に、順位についていえば、近代化資金の融資密度の順位も公庫資金のそれと同じくほぼ

安定しており、都市的な地域では概して融資密度が低い。しかし、近代化資金の融資密度が高

いのは北海道、東北、九州などの農業地域とは限らない。むしろ、北関東（栃木、群馬）、北

陸（富山、石川、福井）、山陰（鳥取、島根）、山陽(岡山、山口)、および九州の諸県である。

特に目立つのは、三重県と佐賀県における近代化資金融資密度の高さであるが、その両県にお

ける数値の高さも含めて、違いを説明できる理由は見出しにくい。なお青森県、岩手県、福島

県では、近代化資金の融資密度で見た順位が急落しており、近代化資金の取り組み方について

農協系統の農業融資戦略に何らかの変更があったと推測される(註7)。ともあれ近代化資金の

28



29

表 17 近代化資金の都道府県別融資密度の推移

表 2の出所および農林水産省「生産農業所得統計」から計算。出所）

数値は各期の平均値。註 1）
数値の低い方から並べた。2）



都道府県別融資密度順位は、東京、大阪、神奈川などを除けば、公庫資金のそれとはかなり異

なっており、公庫資金と近代化資金の都道府県別利用状況の差異については、それぞれ別個に

要因を探るべきであろう（註8）。

公庫農業資金の融資密度と近代化資金の融資密度を合わせた「総融資密度」については、表

18に都道府県別の数値をまとめた。全期間を通じて融資密度が全国平均より高かったのは、北

海道、三重県、鳥取県、島根県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県である。期間の前半で融資

密度が高かった熊本県、大分県、鹿児島県では期間後半には融資密度が全国平均より下になっ

てしまった。愛媛県や和歌山県、青森県にも同じ傾向があり、県の主産物（この場合果樹）の

動向が影響していると推測される。逆に栃木県や群馬県は後半期に融資密度でみた順位を上げ

てきている。全期間を通じて低位にあるのは（全国平均と比して）、福島県、茨城県、千葉県、

東京都、神奈川県、岐阜県、滋賀県、大阪府、奈良県、岡山県である。

図13 第Ⅰ期から第Ⅵ期にかけての都道府県別融資密度の変遷

出所）表１及び表２の出所、及び農林水産省「生産農業所得統計」から計算。

注）1)軸の交点が総融資密度となるように斜線をひいた。

2)軸の長さは統一している。

次に、都道府県別に両資金の融資密度の動きを検討するために図 13を作成した。この図は、
横軸に近代化資金融資密度、縦軸に公庫資金融資密度をとり、対象期間のⅠ期とⅥ期における

都道府県別の値をプロットしたものである。なお、各軸との交点が総融資密度の全国平均とな

るように斜点線(傾きはマイナス１)を引いている。また、全国平均の矢印はⅠ期からⅥ期にか

けての変遷を示している。この図より、全体的なプロットは左側にシフトする傾向が確認でき

る。そのことから総融資密度の低下の主因が近代化資金の融資密度の低下であることが分か

る。さらに、近代化資金融資密度の低下は全国的に共通の変化でもある。近代化資金の融資密

度は全体的に低下し、その低下の動きは全国的にみてほぼ一律であっために（もちろん幾つか

の例外的な動きをする都道府県はあったのだが）、近代化資金の融資密度の都道府県別順位が

比較的に安定的に推移していたことが分かる。
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表 18 都道府県別総融資密度の変遷（単位：百万円／億円）



（註4）より詳しい内容については佐藤[2010]を参照のこと。

（註5）時期区分に際しては、日暮[2003]及び農林公庫[2004]を参考にした。

（註 6）沖縄県を除外したのは、本土復帰の 1972年度以前には政策金融の利用がないためである。

（註7)東北の諸県では、第Ⅳ期以降、近代化資金の利用を減らし、系統の農業プログラム資金を優先したと推

測される。

（註8)考えられる要因としては、農業生産の水準、農家の金融資産保有状況、公庫支店の有無、都道府県レベ

ルでの農協系統の近代化資金事業戦略、農業政策資金に対する都道府県の姿勢などであるが、詳しい分析は別

稿に譲る。

６．まとめ

農業政策金融の融資は、公庫農業資金と近代化資金と合計で、1963年度の融資額1,089億円、

融資件数33万件から、1980年度の融資額7,720億円、融資件数31万件を経て、2008年度の融資

額2,276億円、融資件数1万6千件へと、ドラスティックに動いてきた。ピーク時に比べれば金

額、件数ともに大きく減少したことは否めない。特に件数の激減は驚くほどである。この件数

激減ということに一件当たりの融資金額増加を加味すれば、加藤[1983]が規定した農業金融の

零細・多数という性格が、この約半世紀の間に変貌してしまったといわざるをえない。日本の

農業金融は（農業政策金融の性格は農業金融の性格と共通するという前提で）比較的大口の（そ

れでも中小企業の場合の融資よりは平均的にみれば小口であろうが）資金を、比較的少数の借

り手に融資する金融に変わってきたと結論できる。

農業政策金融の柱であった公庫農業資金と近代化資金の融資動向を個別にみれば、上に述べ

たことが共通して観察される。しかし両資金をカテゴリーにわけてその融資動向を詳細に検討

してみると、公庫農業資金の中の「個別経営向け資金」のみは農業政策融資の全般的低下とい

う趨勢を免れているようにみえる。もちろん融資件数では「個別経営向け」公庫農業資金も大

きく減少しているのであるが、そのカテゴリーの融資金額は、循環的変動はあるものの、減少

傾向にあるようにはみえない。また本稿では表15に「農業投資と対応する政策資金の比率」を

示したが、農業投資に対する公庫農業資金の比率は、1990年度以降下がっていない。公庫は担

い手向けの融資を充実させることで農業金融の変質に対応してきたとみなせる。

他方で、公庫農業資金と融資対象において競合する近代化資金は無残とも思える姿で、融資

を大きく減らしてしまっている。直近の融資の数字をみれば、嘗て公庫農業資金を圧倒してい

た近代化資金は、融資金額において公庫農業資金の三分の一にまでなってしまったのである。

農業政策金融の柱の一つとされた制度がここまで縮小したことには驚きを禁じ得ないが、本稿

の分析を踏まえていえば、2005年度に実施された近代化資金制度の地方への権限委譲は、国の

農業政策金融にとって近代化資金は不要になったという宣言であったのかもしれない（註９）。

ここでの分析から得られた重要なファインディングスを、繰り返しになるが、もう一点述べ

る。それは、46年間の政策金融の動向を（土地改良を除く）農業投資と比較してみれば、農業

政策融資は農業投資以上に減少しているという事実である。もちろん農業粗固定資本形成と農

業政策融資の動向を全体としてみれば、両方とも「増加→山を形成→減少」というパターンを

形成しており、農業投資の停滞が農業政策融資の停滞をもたらしている背景にあることは自明

であろう。しかしここでの分析で明らかになったことは、農業政策金融に関する限り、農業融

資は農業投資以上に減少したということである（註10）。先に述べた土地改良を除く農業投資
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はピーク時点の1979年度から2002年度にかけて名目で14%の減少となったが、公庫農業資金と

近代化資金は併せて60%の減少となっている。この間、農業政策融資が政策的に抑えられたと

いうことは考えられず、農業投資の減少を超える農業政策融資の減少には、資金供給の量とは

別の要因（資金需要側の要因ないし資金供給に関わる制度的要因）があったのではないかと推

測される。

ともあれ、農業政策金融の停滞ないし縮小（特に近代化資金）の要因を包括的に探ることが

次の研究課題となろう。その際には、農業向け系統プロパー資金や民間金融機関の農業融資動

向と併せて、貸出限度額、償還期間、貸出利率等、本稿では取り上げなかった農業政策金融の

貸出条件について検討することが要請されよう。この点他日を期したい。

（註９）拙稿[2002]では農業政策金融の過剰と何らかの制度調整の必要性を指摘したが、近代化資金の地方へ

の移譲と農業改良資金の公庫移管は、農業政策金融の過剰を制度調整したものなのかもしれない。

（註10）この点は日暮[2003]によっても明確に指摘されている。
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